
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,538 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,538 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 84,359 

要求額 2,538 

総務部長段階査定額 2,538 

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021 

【１１次総の施策体系】2301 

【事業の経過及び背景】 
　原油等価格の上昇に伴い指定管理者が負担する光熱費が不可抗力により増加しており、 
管理運営に支障が生じる恐れがある施設について、円滑な維持管理の継続が求められてい 
る。 

【事業の目的及び効果】 
　光熱費高騰により増加した指定管理者が負担する施設管理経費に対して、市が増加分を 
支援することで、指定管理施設における維持管理体制の持続化と円滑な管理を図る。 

【事業の内容】 
≪地方創生臨時交付金活用事業≫
　光熱費増額分支援　2,538千円 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,538 0 

企００１ 項　　目　　名 鳥取世界おもちゃ館施設管理費

予算書項目 鳥取世界おもちゃ館運営委託費等 ページ 35 所　　属　　名

企画推進部 
文化交流課年度 R5

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 900 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 900 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 900 

総務部長段階査定額 900 

一般会計 【問合せ先】都市交流係 0857-30-8022 

【１１次総の施策体系】2205 

【事業の経過及び背景】 
　国が、ロシアによる侵攻が原因でウクライナから避難された方々の受入や、イスラエル
 ・パレスチナ情勢における邦人等の出国を進めていることを受け、県は新たな支援制度の 
構築など、受け入れ体制の整備を進めている。こうした状況を踏まえ、多文化共生のまち 
づくりを進める本市としても、受入に関して積極的に対応していくことが必要となってい 
る。 

【事業の目的及び効果】 
　県と協調し、ウクライナ・イスラエルから本市に避難された方々に対する生活支援など 
に取り組むことにより、本市での避難生活における安全・安心や利便性を確保すること
で 、避難された方々との相互理解や交流の促進、両国との友好・信頼関係の発展に寄与す
る 。 

【事業の内容】 
≪地方創生臨時交付金活用事業≫
〇生活支援・生活物資の確保（新規） 
　・住宅支援（市営住宅の提供） 
　・生活支援金の支給 
　　　賃貸住宅（公営住宅含）等の場合　世帯30万円、単身者15万円 
　　　親類・知人宅等の場合　　　　　　世帯20万円、単身者10万円 

〇生活全般に係る手続き等の支援（継続） 
　・住民登録に係る手続き・通訳支援、健康相談支援等 

〇日本語学習支援（継続） 
　・にほんごボランティア派遣、にほんごカフェの実施等

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 900 0 

企００２ 項　　目　　名 イスラエル避難民受入支援事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 国際交流促進費 ページ 35 所　　属　　名

企画推進部 
文化交流課年度 R5



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,328 諸収入 0 

計 3,284 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,284 0 

社会教育費

目 市民会館管理費

補正前額 67,801 

要求額 6,952 

総務部長段階査定額 3,284 

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021 

【１１次総の施策体系】2301（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】
   令和５年８月、大ホールの冷房機器が故障したことを受け、応急措置などの対応が必要
となった。
　また、原油等価格の上昇に伴い指定管理者が負担する光熱費が不可抗力により増加して
おり、管理運営に支障が生じる恐れがある施設について、円滑な維持管理の継続が求めら
れている。

【事業の目的及び効果】 
　市民の文化芸術活動などの拠点である市民会館の機能を維持することにより、文化芸術
の振興を図る。
　また、光熱費高騰により増加した指定管理者が負担する施設管理経費に対して、市が 増
加分を支援することで、指定管理施設における維持管理体制の持続化と円滑な管理を図 
る。 

【事業の内容】 
〇委託料
・除雪業務委託料の実績見込みによる増額　　　　　　　　　　　　　312千円 
・冷房機器故障に伴う大型扇風機リース料、機器メンテナンス費用　1,016千円 
・光熱費増額分支援≪地方創生臨時交付金活用事業≫　　　　　　　1,956千円 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,956 0 

企００３ 項　　目　　名 市民会館施設管理費

予算書項目 施設管理費 ページ 77 所　　属　　名

企画推進部 
文化交流課年度 R5

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 49,100 0 

その他 0 0 

一般財源 12,553 諸収入 0 

計 61,653 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 61,653 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 198,055 

要求額 61,653 

総務部長段階査定額 61,653 

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026 

【１１次総の施策体系】2405（実施計画実施事業） 

【事業の経過及び背景】 
　市民生活に必要不可欠な社会基盤の一つとして、近年の情報化社会におけるＩＣＴ利活 
用のため超高速情報通信網が必要となるが、整備の遅れている地域があるため、格差是正 
に向けた取り組みが求められている。 

【事業の目的及び効果】 
　目的：本市が所有する有線テレビジョン放送施設の耐災害性強化、老朽化及び高速 化対
　　　　応のため、有線テレビジョン放送施設のFTTH化を行う。 
　経過：R2～3年度にかけて、CATV公設民営エリアの中の光化未整備地域における、伝送 
　　　　路設備の光ファイバ化、局舎内機器整備を進めてきた。 
　　・幹線整備
　　　　R2.7月補正【通信のみ】　　：明治地区、国府町（東部）、福部町、河原 町
　　　　（神馬地域）、用瀬町、佐治町、気高町 （南部）、鹿野町、青谷町（南部）
　　　　R3.6月補正【通信のみ】　　：青谷町（北部）
　　　　R4.1月補正【通信/放送】　 ：気高町（北部） 
　　　　R4当初　　　　　　　　　　：局舎内放送機器整備（国府・河原除く）
　　　　R5.2月補正【通信/放送】　 ：国府町（西部）、河原町
　　・引込宅内修繕
　　　　R3年度～

　効果：有線テレビジョン放送網FTTH化に伴うCATVの耐災害性強化、ＩＣＴ利活用の推進 

【事業の内容】 
　・CATVインターネットの早期切替希望者の増加に伴う引込・宅内修繕費の増（追加）
　・河原地域における同軸ケーブル（旧ケーブル）撤去に伴う設計費の追加（新規）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

企００４ 項　　目　　名 超高速情報通信基盤整備事業費

予算書項目 有線テレビジョン放送施設管理費 ページ 35 所　　属　　名

企画推進部 
情報政策課年度 R5


